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序章　本研究の目的と意義

　本研究の目的として1950年～ 2000年代まで展

開された生活保護の運用に関する論争を整理する

ことで、今後どのような利用者にとって有益な生

活保護の運用方法が求められるのかを考察してい

くことである。1950年代に展開された岸・仲村論

争が契機になり、統合論（金銭給付とケースワー

クを一体となって行うやり方）と分離論（金銭給

付とケースワークを別々にして行うやり方）とい

うアプローチが提起された。その２つのアプロー

チを整理していく。

　本研究での仮説として分離論に基づいた運用方

法が利用者にとって有益なのではないかとしてい

る。その理由は以下の章で説明していく。

　また本論文は文献による整理が大半であるが、

分離論に基づく実践を行っている専門職からのイ

ンタービュー調査も取り入れている。本研究を通

じて、生活保護の運用に関する研究の一助とした

い。

第１章	 生活保護制度運用に関する議論の変遷

　本章では２つの論争を通して分離論と統合論の

議論の変遷を整理した。まず、１つ目が1950年代

の後半から1960年代初頭にかけて行われた岸・仲

村論争（５本の論文）を整理した。

　岸氏は生活保護とケースワークを分離させる主

張を展開し、仲村氏は生活保護とケースワークを

一体として運用していく方法を主張した。以下は

岸・仲村論争の議論点を整理したものである。

〈学生研究奨励賞論文要約〉

利用者本位の生活保護のあり方とは何か
～統合論と分離論の論争から～

首都大学東京大学院人文科学研究科　博士前期課程１年　青　木　尚　人　

筆者作成（［仲村, 1956,1958］， ［岸, 1956,1962a,1962b］を参考に作成）

　 最低生活保障（金銭給付）と自立

助長は一緒に考えられるべきか

公的扶助とケースワークは分離さ

れるべきか

ケースワーカーが利用者にどう関

わるか

仲村

・  自立助長が生み出されるような

方向で最低生活保障も実現でき

るようにする［仲村, 1956］（自立

助長の方向に向かうように最低

生活も保障する）。したがって

一緒に考えられるべきである。

・  分離させるべきではない(最

低生活の保障の実現の過程で

ケースワークの知識や技術が利

用できるのではないか［仲村, 

1958］）。

・  上下関係になりやすい部分を

平等関係に変えていく［仲村, 

1956］。

・  限られた保護でもその枠の中で

対象者の利益になるように対象

者と共に考える［仲村, 1958］。

岸

・  最低生活保障と自立助長は対立

する概念である［岸, 1956］。し

たがって２つは別個に考えるべ

きである。

・  分離するべきである。公的扶助

とケースワークが結びつくこと

でワーカーは生活保護の給付権

と相談援助の権限を握り、面接

時での権力性が増すから［岸, 

1956］）。

・  ケースワークは人間個人に対応

するもので貧困という社会的問

題には対応できない（公的扶助

が行うべき） ［岸, 1962a］。

・  階級的自覚を社会福祉主事に訴

えかけること（生存的基本権に

ついて要保護者の自覚とその発

達の重視）［岸, 1962b］。
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　その50年後に岸・仲村論争を発展させた形で清

水・吉永論争が展開された。主張の一例として、

清水浩一氏（明治学院大学教授）は論文内で分離

論に基づいた運用方法を用いることで利用者に対

するスティグマが軽減できるのではないかという

主張を展開した。一方の吉永純氏（花園大学教授）

は生活保護の問題は多様な生活問題と関係してお

り、公的機関である福祉事務所が金銭給付、そし

てケースワークに対応することは当然なのではな

いかという主張をしている。

　本章の考察としては２つの点を挙げた。まず、

１点目は社会福祉協議会や救護施設などの社会福

祉法人の活用を行うことによって、相談援助体制

を協同するということは可能なのではないだろう

かということを考察として挙げた。そして２点目

は仮に分離論という主張に沿ったとしても統合論

のアプローチ（福祉事務所内での限られた範囲の

援助でも利用者と一緒にその支援方策を考えてい

くこと）は参考するべきという点である。

第２章　生活保護機能分離の検討

　本章では生活保護の運用に関して、これまで主

張されてきた統合論と分離論の議論に基づいて整

理をしていく。まず、統合論の利点と欠点を考え

る。利点としては「人間ないし人間生活の特性、

および貧困問題の特性を踏まえた視点が得られる

ということで多様化する問題に対しての対処の観

点からも金銭給付とケースワークの機能分離では

なく、機能統合の方が実践でも進めやすい［小野, 

2000, ページ: 31］」ということが挙げられる。ま

た、欠点としては岸［岸, 1956, ページ: 10］が、

「ケースワーカーは対象者の死活の権を握ってい

る」という指摘をしている。

　分離論の利点の一例として統合論に基づく公務

員のケースワーカーは何年もしないうちに転属と

なってしまい、生活保護担当になった場合には研

修も満足にしないまま実践現場に投入されること

になっている。木本 ［木本, 1999a］が示した事例

のように突然専門外から配属されてきたケース

ワーカーでも荷が重すぎるケースと接しなければ

ならない。しかし分離論に基づきケースワーカー

が相談援助専門となれば転属がないので時間をか

けて十分に援助スキルを身に着けることが可能で

ある。

　欠点の一例として委託先に関する議論も必要に

なってくる。清水氏は委託先に独立型社会福祉士

を挙げているが、地域によってはそのような援助

機関が十分にないことも考えられる。例えばNPO

といっても私の居住している自治体は生活保護関

係のNPOは存在しない。このように資源というの

は地域差がありこの地域差を考慮に入れなければ

議論は進まなくなってしまう。したがって民間の

力が成長していない自治体で金銭給付と相談援助

の機能分離を進めても逆に援助活動の停滞を招い

てしまうだろう。

　それぞれの利点や欠点の考察としてケースワー

カーの専門性の養成や、現在の福祉事務所のケー

スワーカーが金銭給付と相談援助の権限を一手に

握っているという観点から、分離論に立つ運用方

法が利用者にとって有益なのではないかという仮

説を作ることに至った。

　そして現在生活保護の支援の主流は統合論（福

祉事務所による支援）が一般的になっているが、

あえて機能分離を行っている地方公共団体もあ

る。以下ではそれを紹介していく。

事例検討

　今回の事例は東京都の某自治体A区のB事業所

の事例である。A区は2011年度から生活保護業務

の内、「65歳以上で独居あるいは高齢者のみ」世

帯に対する相談援助の約８割を、A区を区分けし

た時に生じる４区域に１つずつ設置されている支

所に委託することになった。B事業所はその内の

１区域を担当する在宅介護支援センターである。

ちなみに今回聞き取り調査をさせていただいた生

活支援員Cさんは今年の４月からB事業所で働い

ているヘルパー２級所有者である。B事業所では

地域包括支援センターと、在宅介護支援センター

が併設されている状況で、生活保護の相談援助業

務は在宅介護支援センターが担っている。２人の
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生活支援員が設置されており（もう１人の生活支

援員は精神保健福祉士の資格を有している）、そ

れぞれが100ケースずつ担当している。ちなみに

委託をしたA区の業務は最初の申請受理のための

面接と金銭給付と、亡くなった時の対応が主であ

る（ちなみに完全に民間に相談援助を委託した訳

ではなく生活保護課の高齢者生活保護担当ケース

ワーカーが30ケース程度担当している）。

　B事業所業務としてはよろず相談やサービスの

申請の代行などを行ったりする。月に１回B事業

所は福祉事務所に事業報告をし、その代わりに福

祉事務所はB事業所に委託金を支払っているとい

う仕組みになっている。ちなみに生活支援員に指

示を与える存在は支所の管理者となる。

　在宅介護支援センター B事業所の業務は公務員

と同じく８時30分から17時15分までだ。時間外で

も24時間利用者の要望に即時に対応できるように

職員５人をローテーションして１人が専用の携帯

電話を所持して緊急事態に備えている。大体利用

者宅へ訪問してその記録を付けるというのが日課

になっている。規定上１～４か月に１回は利用者

宅への訪問が義務付けられているためにケース

ワーカーは計画的に利用者宅に訪問をしている。

とはいうものの相談援助の具体的方法などは支所

に一任されているため生活支援員の裁量により相

談支援や訪問がなされる。

　もともとA区の福祉事務所は他の自治体と同じ

く各区域にワーカーを１人ずつ設置してそのワー

カーが相談援助を担当していたが、高齢化の影響

でA区は福祉事務所内の組織を改革し、民間委託

を行うことになった。その際に福祉事務所の保護

課の組織を「65歳以上で独居あるいは高齢者のみ」

を担当する課とそれ以外の属性を担当する課をそ

れぞれ分けたのだった。高齢者は増加し続けると

いうことから前者の担当課のワーカーは逆に業務

が増加したとCさんは述べていた。

　今後高齢者が増加する予測になっている中で、

ワーカーの負担を軽減させるという目的ではある

が業務委託を行い公民協同で生活保護の運用を

行っている部分は注目しなければならないだろ

う。

第３章　分離論に関する論点整理

　本章では分離論でこれまで行われてきた議論を

基にして、分離論の有益性を述べることが目的で

ある。

　まず、１点目は機能分離をすることによって利

用者にかかるスティグマを軽減できる可能性があ

るということだ。その理由として上記のように機

能分離することが期待できるからだ。

　上記の分離では相談援助の部分は民間部分が主

体となるので、相談援助を行う上で金銭給付を条

件にしての支援の強制が軽減されることが期待で

きる。そうなればケースワーカーに対する抑圧感  
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図１　生活保護業務機能分離のイメージ（筆者作成）
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場や、生活保護に対するスティグマが軽減される

ことにもつながるだろう。

　分離論を採用することによって地域間での連携

が生活保護の相談援助において促進されることが

期待できる。支援において相談援助を地域の機関

と連携して行うことによって生活保護の利用者に

対する理解も促進され、幅広い支援が行われるだ

ろう。担い手としては社会福祉協議会や救護施設、

NPOなどが挙げられる。

　またケースワーカーの観点から考えても機能分

離することによって負担を軽減することにもつな

がり、バーンアウトを防ぐことにもつながる。さ

らには福祉事務所のケースワーカーには定期に転

勤がある。このことによってケースワーカーの技

量向上に水を差すことになる。分離論では転属と

関係なくケースワーカーが技能向上できる土台と

なるのではないか。

　分離論を行う上での課題の一例を挙げると相談

援助部分において完全に機能を委託することに

よって、もしも委託先が相談援助を担えなくなっ

てしまった場合に相談援助を担う機関がいなく

なってしまうことが考えられる。そうならないた

めにも委託においてはある程度は福祉事務所の関

与は残しておかなければならない。それが、公的

責任の果たし方ではないだろうか。

第４章　総括

　これまでの議論から結論として生活保護の運営

において機能分離を行うことが利用者にとって利

用しやすい形になるのではないかと述べたい。

　字数が限られているため機能分離を行っていく

上での課題を述べることによって総括とする。ま

ず、１つめの課題として福祉事務所と民間事業所

の間の連携を進ませることにある。これを実現す

るためには専門職同士のケースカンファレンスを

行うことが重要になってくるだろう。また資源に

は地域差があることも考慮に入れ、資源を作ると

いうことも重要な視点であるということを指摘し

ておく。

　２つ目は公的責任のあり方である。福祉事務所

が最低生活保障も、相談援助もすべて行われなけ

ればならないのか。一部は連携して行い、有事の

時のために福祉事務所が介入できる形を取ること

も考えても良いのではないだろうか。

　そして３つ目はスティグマの議論である。清水

氏が「スティグマの根絶ではなく、スティグマの

課題を自覚し、ソーシャルワークの過程がスティ

グマの増幅をもたらさないよう理性的に制御する

ことであると考えるべきである［清水, 2008, ペー

ジ: 212］」と述べている。金銭給付の決定機関が

最終的には福祉事務所であり、分離論をとっても

相談援助をもとに金銭給付をするか決定すること

になるのでやはりスティグマは一定程度ついてし

まうことは避けられない。しかしスティグマの軽

減はしていかなければならない課題であり、それ

は相談援助部分で金銭給付と分かれており、ケー

スワーカーの権力性が薄まると期待できる分離論

ゆえに行えることではないだろうか。

むすびに

　本論文の課題としては２つある。まず１つ目は

スティグマの軽減が分離論で行うことができると

いう量的なデータや質的データを取ることができ

なかったことで推論の域を超えられなかったとい

う点である。そして２つ目は関係間の連携となる

と資源の有無によって決まってしまう。したがっ

て資源のないところではどうするかという議論が

できなかったということである。以上の点は今後

の研究の中で明らかにしていきたい。
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